
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
山口県 長門市
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[167,688円]

類似団体内順位

107/129
全国市町村平均

114,142
山口県市町村平均

117,384

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

236,922

78,502

132,816
132,082130,591

143,738139,942

H20H19H18H17H16

167,688
170,136176,580179,024184,188

給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [12.23人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [15.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [160.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

長門市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数：平成20年度の単年度では基準財政収入額の微減に対し、基準財政需要額が地方
再生対策費の創設により1％の増となったため財政力指数が0.005ポイント低下したが、3ヶ年平
均ではほぼ横ばいとなっている。長引く景気低迷による税収減に加え、主要産業が少ないこと等
により財政基盤が脆弱で、依然として類似団体平均を下回っている。今後も、徴収率向上に向け
ての具体策に取り組む。

経常収支比率：経常一般財源収入額の微増に対し、団塊の世代の定年退職者が25人とピークと
なり退職手当の増や起債償還元金の増により、経常経費充当一般財源額が大幅な増となった
ため前年度比5.3ポイント上昇した。今後は、職員数の削減や継続的な歳出削減に取り組むとと
もに自主財源の確保に努める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体平均を上回っているのは、主に人口規模に
比べ職員数が多いためである。集中改革プランに沿って職員数を削減するとともに、物件費の
更なる削減や老朽施設の統廃合、指定管理者制度の拡充やアウトソーシングの活用により、施
設管理コストの削減を行う。

ラスパイレス指数：平成20年4月1日現在では前年度比で０．２ポイント上昇したが、これは職員
構成の階層変動による。全国市平均と比べ０．６ポイント高くなっているが、平成20年度に行政
職給料表（ ）の導入によりその差は１ ０ポイント減と着実に縮小している 平成２１年度には住

実質公債費比率：平成２０年度は合併直前年度の旧市町の地方債及びH18年度発行退職手当
債の償還開始により公債費が増大したため実質公債費比率を０．９ポイント高めることとなった。
今後数年間は公債費の償還が横ばいとなるが、今後とも新規発行の抑制に努め、公債費負担
の平準化を図るなど、プライマリーバランスを維持し市債残高の削減に努める。

将来負担比率：将来負担比率については、平成２０年度は平成２１年度以降予想される新市建
設計画の合併特例債を活用した大型建設事業が増加する前の端境の年として新規発行の市債
を抑制し、20年度末の市債残高を５．２％減と大幅に削減したため対前年度比で４．６ポイントの
大幅な減となった。今後も新規発行の市債を償還元金の範囲内に抑制し、公債費の将来負担の
軽減に努める。

人口1,000人当たり職員数：合併市であるため、職員数は依然高い数値となっているが、集中改
革プランにおいて２０年度末までの３年間で６３人の削減し、４年間で５０人削減の目標を前倒し
で達成している。今後も、計画前倒しによりさらなる適正な定員管理に努めていく。
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